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（百万円）

２０１４年３月期 ２０１５年３月期

構成比（%） 構成比（％） 前年比（％）

売上高 ９,８７３ １００.０ １０,２４２ １００.０ １０３.７

営業利益 ２８１ ２.８ △６６ － －

経常利益 ９４ １.０ △２８３ － －

純利益 ３４ ０.３ △３８６ － －

2015年3月期 決算概況 （シダー単体）

売上高

営業利益

前年比１０３.７％の１０,２４２百万円

２８１百万から△６６百万円
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（百万円）

２０１４年３月期 ２０１５年３月期

構成比（%） 構成比（％） 前年比（％）

売上高 １０,４１５ １００.０ １０,７９１ １００.０ １０３.６

営業利益 ３２５ ３.１ △２６ － －

経常利益 １３２ １.３ △２４５ － －

純利益 ７７ ０.７ △３６８ － －

2015年3月期 決算概況 （連結）

売上高

営業利益

前年比１０３.６％の１０,７９１百万円

３２５百万円から△２６百万円
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（百万円）

２０１４年３月期 ２０１５年３月期

構成比（%） 構成比（％） 前年比（％）

売上高 １０,４１５ １００.０ １０,７９１ １００.０ １０３.６

デイサービス事業 ３,２９６ ３１.６ ３,３５８ ３１.１ １０１.９

施設サービス事業 ６,３８１ ６１.３ ６,６６０ ６１.７ １０４.４

在宅サービス事業 ７３７ ７.１ ７７２ ７.２ １０４.７

2015年3月期 セグメント決算概況

■ セグメント売上高（連結）
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（百万円）

２０１４年３月期 ２０１５年３月期

構成比（%） 構成比（％） 前年比（％）

利益 ９２４ １００.０ ６３２ １００.０ ６８.４

デイサービス事業 ３９４ ４２.７ ３４６ ５４.９ ８８.０

施設サービス事業 ５５８ ６０.４ ３０５ ４８.４ ５４.７

在宅サービス事業 △２８ － △２０ － －

2015年3月期 セグメント決算概況

■ セグメント利益（連結）



デイサービス事業

・売上高3,358百万円
・栃木県宇都宮市にデイサービスを新規開所（201４年８月1日開所）。

（百万円）
売上高

（百万円）
売上総利益

デイサービス売上高（全体）の推移
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2015年3月期 セグメント決算概況
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施設サービス事業

・売上高6,660百万円
・有料老人ホームの入居者獲得に注力し、新規施設を含む全ての居室数に対しての
入居率83.8％（2015年3月31日）。

・長野県松本市（2014年10月1日開所）、静岡県静岡市（2014年11月1日開所）
静岡県島田市（2015年3月15日開所）に有料老人ホームを新規開所

売上高
（百万円） （百万円）

売上総利益施設サービス売上高（全体）の推移
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2015年3月期 セグメント決算概況
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在宅サービス事業
売上高
（百万円）

（百万円）
売上総利益

在宅サービス売上高(全体）の推移

・売上高772百万円
・愛媛県松山市（2015年2月1日開所）にケアプランセンターを新規開所
・利益率改善のために人員配置や業務手順の見直し等、効率的な運営に取り組む。
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2015年3月期 セグメント決算概況
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2016年3月期 決算見通し（連結）

（百万円）

2015年3月期
2016年3月期

（予想）

構成比（%） 構成比（%） 前年比（%）

売上高 １０,７９１ １００.０ １１,９０１ １００.０ １１０.３

営業利益 △２６ － ３０１ ２.５ －

経常利益 △２４５ － ６６ ０.６ －

当期利益 △３６８ － ４１ ０.３ －

売上高 前年比１１０.３％の１１,９０１百万円

営業利益 △２６百万円から３０１百万円

経常利益 △２４５百万円から６６百万円

・有料老人ホームを１施設開設予定、グループホーム１施設（事業譲渡の予定）
デイサービス１施設（事業譲渡の予定）。

・デイサービス事業においては利用単価の向上に取り組み、利益率の改善。
施設サービス事業においては、引き続き既存施設の稼働率の向上に注力。
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会社概要



会社概要 （２０１５年３月３１日現在）
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設 立 ： １９８１年４月

本 社 ： 福岡県北九州市

資 本 金 ： ４億３２２８万円

事業内容 ： デイサービス
介護付有料老人ホーム
訪問看護（訪問リハビリ）
ホームヘルプサービス
ケアプラン
グループホーム
ショートスティ
小規模多機能型居宅介護

従業員数 ： 単体：１,５９３名
連結：１,６７５名

拠 点 数 ： 単体：８９ケ所
連結：９１カ所

シダー本社ビル

職種 人数

理学療法士 ３６人

作業療法士 ３４人

言語聴覚士 ４人

トレーナー ３６人

合計 １１０人

リハビリ職員数



福岡県
デイサービス１４施設

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ５施設

ヘルパーステーション3施設

ケアプランセンター６施設
グループホーム１施設

有料老人ホーム６施設

岡山県
有料老人ホーム3施設
小規模多機能型居宅介護1施設

山口県
デイサービス２施設
訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ1施設

愛媛県
有料老人ホーム１施設

香川県
有料老人ホーム１施設

大阪府
有料老人ホーム２施設

滋賀県
デイサービス１施設

北海道
有料老人ホーム3施設
ケアプランセンター１施設

千葉県
デイサービス７施設

ケアプランセンター2施設
有料老人ホーム４施設

茨城県
有料老人ホーム１施設

有料老人ホーム４施設

長野県

東京都
デイサービス１施設
有料老人ホーム１施設
グループホーム１施設

山梨県

有料老人ホーム2施設
デイサービス2施設

秋田県
有料老人ホーム１施設
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デイサービス１施設

有料老人ホーム１施設
愛知県

デイサービス１施設

宮城県
有料老人ホーム１施設

神奈川県
有料老人ホーム１施設

現在の事業所数

埼玉県
有料老人ホーム２施設デイサービス１施設

栃木県
有料老人ホーム１施設

ケアプランセンター１施設

デイサービス１施設

静岡県
有料老人ホーム2施設

ケアプランセンター１施設
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新規開設施設 ～御幸ヶ原ＤＳ～

２０１４年８月１日開設

御幸ヶ原デイサービス

定員数 30名

栃木県宇都宮市
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新規開設施設 ～ラ・ナシカ まつもと弐番館～

２０１４年１０月１日開設

ラ・ナシカ まつもと弐番館

部屋数 ６０室

長野県松本市
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新規開設施設 ～ラ・ナシカ 三保の松原～

２０１４年１１月１日開設

ラ・ナシカ 三保の松原

部屋数 ５０室

静岡県静岡市
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新規開設施設 ～ラ・ナシカ しまだ～

２０１５年３月１５日開設

ラ・ナシカ しまだ

部屋数 ６０室

静岡県島田市



17

シダーはリハビリテーションを重視して、永く、元気で

その人らしく、健康に暮らすお手伝いしております。



はリハビリテーションをサービスの中心に
置いた全国唯一の会社です。
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今後の事業見通し
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１．中重度の要介護者や認知症高齢者への対応の更なる強化

介護報酬改定に伴い

○ 高齢者ができる限り住み慣れた地域で尊厳を持って自分らしい生活を送ること
ができるよう、「地域包括ケアシステム」の構築に向けた取組を進める。

(1)中重度の要介護者等を支援するための重点的な対応
(2)活動と参加に焦点を当てたリハビリテーションの推進
(3)看取り期における対応の充実
(4)口腔・栄養管理に係る取組の充実

２．介護人材確保対策の推進

• 介護職員処遇改善加算の更なる充実
• サービス提供体制強化加算（介護福祉士の評価）の拡大

３．サービス評価の適正化と効率的なサービス提供体制の構築

• 「骨太の方針」を踏まえたサービスに係る評価の適正化について、各サービスの運営実態
や１.及び２.も勘案しつつ実施

• 集合住宅へのサービス提供の適正化（事業所と同一建物に居住する減算の適用範囲を拡大）
• 看護職員の効率的な活用の観点等から、人員配置の見直し等を実施

(通所介護、小規模多機能型居宅介護等）
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介護報酬改定に伴い

○ 地域包括ケアシステムの実現に向け、介護を必要とする高齢者の増加に伴い、在宅
サービス、施設サービス等の増加に必要な経費を確保する。

○ また、平成27年度介護報酬改定においては、介護職員の処遇改善、物価の動向、介
護事業者の経営状況、地域包括ケアの推進等を踏まえ、▲２．２７％の改定率とする。

（処遇改善：＋１．６５％、介護サービスの充実：＋０．５６％、その他：▲４．４８％）

（うち、在宅 ▲１．４２％、施設▲０．８５％ ）

（改定の方向）

・ 中重度の要介護者や認知症高齢者になったとしても、「住み慣れた地域で自分らしい生活を
続けられるようにする」という地域包括ケアシステムの基本的な考え方を実現するため、引き
続き、在宅生活を支援するためのサービスの充実を図る。

・ 今後も増大する介護ニーズへの対応や質の高い介護サービスを確保する観点から、介護職
員の安定的な確保を図るとともに、更なる資質向上への取組を推進する。

・ 介護保険制度の持続可能性を高め、より効果的かつ効率的なサービスを提供するため、必要
なサービス評価の適正化や規制緩和等を進める。

（注１）▲２．２７％のうち、在宅分、施設分の内訳を、試算したもの。
（注２）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、在宅分に含んでいる（施設分は、介護老人福祉施設、
介護老人保健施設、介護療養型医療施設）。
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地域包括ケアシステムの構築
中重度の要介護者や認知症高齢者への対応の更なる強化
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リハビリテ－ションの理念を踏まえた「心身機能」、「活動」、「参加」の要素にバランス
よく働きかける効果的なリハビリテ－ションの提供を推進するため、その理念を明確化
するとともに、「活動」と「参加」に焦点を当てた新たな報酬体系の導入や、このような

質の高いリハビリテーションの着実な提供を促すためのリハビリテーションマネジメント
の充実等を図る。

活動と参加に焦点を当てたリハビリテーションの推進
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看取り期における対応の充実
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看取り期における対応の充実

高齢者死亡場所の推移（日本）



26

看取り期における対応の充実

0% 20% 40% 60% 80% 100%

オランダ

スウェーデン

フランス

日本

35.5

42

58.1

81

31

20

24.2

13.9

33.5

38

17.7

5.1

病院死 自宅死 施設/集合住宅

高齢者死亡場所の推移（国別）



27

口腔・栄養管理に係る取組の充実
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介護人材確保対策の推進
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介護職員数 要支援・要介護者

介護保険制度施行

（万人） （万人）

平成24年8月 平成27年 平成37年 平成67年

65歳以上高齢者人口（割合） 3,058万人（24.0％） 3,395万人（26.8％） 3,657万人（30.3％） 3,626万人（39.4％）

75歳以上高齢者人口（割合） 1,511万人（11.8％） 1,646万人（13.0％） 2,179万人（18.1％） 2,401万人（26.1％）

介護職員の推移と見通し

高齢者人口の推移

介護職員数の推移
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加算Ⅱ～Ⅳ（現行の加算Ⅰ～Ⅲ）
に係る算定要件は、
これまでと同様。

介護職員処遇改善加算について
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サービス提供体制強化加算について
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外国人介護人材の受け入れについて

「人材不足への対応を目的としている」、「外国人を介護人材として安易に活用する」
為ではなく、次のような各制度の趣旨に沿って進めていく。

・技能実習：日本から相手国への技能移転
・資格を取得した留学生への在留資格付与
：専門的・技術的分野への外国人労働者の受け入れ

・経済連携協定（ＥＰＡ）：経済活動の連携強化を目的とした特例的な受け入れ

2025（平成37）年に向けて、最大で約250万人規模の介護人材を確保する為、
国内の人材確保対策を充実・強化していくことが基本方針。

課題点
①移転対象となる適切な業務内容・範囲について
②必要なコミュニケーション能力について
③適切な公的評価システムの構築について
④適切な実習体制の確保について
⑤適切な実習機関の対象範囲について
⑥日本人との同等処遇の担保について
⑦管理団体による監理の徹底について
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外国人介護人材の受け入れについて
【制度改正の方向性】
・「外国人技能実習制度」の対象職種を介護にも拡大し、最長５年受け入れる（現行３年）。
・通常国会に関連法案を提出し、２０１５年度中の施行を目指す。

【受入れ可能な事業者】
・一定の日本語能力がある人が条件で、設立から３年以上経過した施設で受入れ。
・訪問系サービスは対象外（利用者との１対１の業務が基本のため）。
・常勤介護職30名以下の事業者は、当該常勤職員総数１０％まで。

【日本語力】
受入れ時には基本的な文書やゆっくりした会話が分かる「N4」レベルとし、１年後に日常
会話や新聞の見出しが分かる「N３」程度を求める（１年後にN3未達成の場合、帰国）。

【従事する業務】
・介護職としての業務（身体介護など）が中心。

【処遇・賃金・育成など】
・日本人の介護職員と同等額以上の報酬を支払う必要性。
・経験５年以上の介護福祉士の指導員を配置し、実習成果を評価する試験を実施。
・実習期間中に介護福祉士の資格を取得した場合は、専門人材として長期間滞在が可能。
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介護報酬改定に伴い

～通所介護⇒地域の連携の拠点として～

居宅サービスの機能
（地域のこれらの機能を効果的・効率的にくみあわせて高齢者の生活を支える）

認知症高齢者・重度者への対応

○アセスメントに基づく個別サービス計画の立案、計画に基づくサービス提供、計画の評価及びみなおしといったPDCAに基づくサービスの提供
○地域の他の事業所や専門職等との連携を通じたサービスの提供
○利用者の社会性の維持

全
て
の
事
業
所

で
実
施
す
べ
き

基
本
的
な
取
組

生活機能の維持・向上、生活援助

生活援助
社会参加の
促進

活動の
維持・向上

心身機能の
維持・向上

家族の負担軽減

家族の
負担軽減

医療機関や他の介護事業所、地域の住民活動等と連携し
利用者がサービスを利用しない日でも利用者を支える拠点

地域連携の拠点としての機能：※ は通所介護において
充実を図る機能

※レスパイトは、左記の機能を発揮することで果たされる機能

生活機能の維持・向上

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上、要介護3以上の
利用者を受け入れ、かつ体制を確保している事業所は加算対象。

・在宅生活の継続に資するサービスを提供している事業所の評価
中重度者ケア体制加算（新規） ⇒ 45 単位／日

・心身機能訓練から生活行為向上訓練まで総合的に行う機能の強化
個別機能訓練加算（Ⅰ）42 単位／日 ⇒46 単位／日 個別機能訓練加算（Ⅱ） 50 単位／日 ⇒56 単位／日
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609 

1,305 

2,015

2,765

3,282 

3,601 3,576 
3,749

4,028
4,168 

4,146
4,233 4,163

4,047
4,125

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

2001.3 02.3 03.3 04.3 05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 14.3 15.3

（人）

デイサービス事業

登録利用者数推移

全施設数 ５施設 9施設 12施設 15施設 20施設 22施設 22施設 22施設 23施設 27施設25施設 28施設 29施設 30施設 31施設
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デイサービス事業

登録者数推移（介護・支援）支援（人） 介護（人）
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デイサービス事業

要支援者利用回数平均
３月 ⇒ ４月 ⇒ 今後の見通し

要支援Ⅰ ６．４回 ５．７回 ⇒ ４．０回

要介護Ⅱ ８．５回 ８．０回 ８．０回

現在

要
支
援
者
：
23
名

要
介
護
者
：
77
名

今後の見通し

要支援者
12名

要支援者
11名

要
介
護
者
：
77
名

午
前

午
後

利用定員が１００名のデイサービス

要介護 ⇒ 登録者数の向上に努め、利用回数の増加を図る。

※事業イメージです。

要支援 ⇒ 時間短縮及び、利用回数の調整を行う。

平成３０年４月までに
すべての市町村が行う

日常生活支援総合事業に移
行。
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デイサービス事業

・食費単価の引き上げ
デイサービスで提供している食事のご利用者様の負担分を約９％引き上げ。

今後の見通し

・要支援について

時間短縮及び、利用回数の調整を行う。

・要介護について
要介護者の登録者数増加を目指し、利用回数を増やす。

要支援Ⅰ 2,115単位／月 1,647単位／月（22.1％減）
要支援Ⅱ 4,236単位／月 3,377単位／月（38.6％減）

・新設された加算を積極的に取得。



40



41

介護報酬改定に伴い

サービス提供体制強化加算の創設【地域密着型・介護予防を含む】
手厚い介護体制の確保を推進する観点か ら、サービス提供体制強化加算を創設する。

○ 介護福祉士による強化① (Ⅰ)イ ⇒ 18 単位(新設）
・ 介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 100 分の 60 以上であること。
○ 介護福祉士による強化② (Ⅰ)ロ ⇒ 12 単位(新設）
・ 介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 100 分の 50 以上であること。
○ 常勤職員による強化 (Ⅱ) ⇒ 6 単位(新設）
・ 看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が 100 分の 75 以上であること。
○ 長期勤続職員による強化 (Ⅲ) ⇒ 6 単位(新設）
・ 特定施設入居者生活介護を入居者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数３ 年以上
の者の占める割合が 100 分の 30 以上であること。

対象事業所数

サービス提供
体制強化加算

（Ⅰ）ロ ２事業所

（Ⅱ） ３２事業所

（Ⅲ） １９事業所

加算対象事業所数
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463 人
798 人

1,013 人

1,136 人
1,206 人

1,461 人
1,526 人

1,560 人

1,702 人

420室 125室

59室

55室 120室

169室

234室 320室
348室

998 

2,449 

3,475 
4,415 

4,680 

5,482 
6,143 6,381 

6,660 

0
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1,600

2,400

3,200

4,000

4,800

5,600

6,400

7,200

8,000

0

240

480

720

960

1,200

1,440

1,680

1,920

2,160

2,400

2007.3 2008.3 2009.3 2010.3 2011.3 2012.3 2013.3 2014.3 2015.3

入居数 残室数 売上高

施設サービス事業 入居者数・売上高推移

（百万円）
売上高

（人）
入居者数 総居室数２，０５０室

入居者１，７０２人
入居率８３．０％
※GH,住宅型老人ホーム含む
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（２０１５年３月３１日現在）

予定 公募申請中・申請予定

神奈川県横須賀市 60室
ラ・ナシカ よこすか弐番館
2016年7月1日開設（予定）

神奈川県横浜市 67室
ラ・ナシカ 上大岡

2016年8月1日開設（予定）

大阪府大阪市 72室
ラ・ナシカ このはな

2016年5月１日開設予定

大阪府大阪市 80室
ラ・ナシカ すみのえ

2016年3月１日開設予定
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今後の見通し
・管理費用及び、水高熱費、食費の値上げ。

施設サービス事業

・既存施設の入居率の向上。

平成２７年３月３１日 入居者数：１，７０２名 入居率：８３.０％

平成２７年６月 １日 入居者数：１，７６９名 入居率：８６.３％

・新規加算の取得

・サービス提供体制強化加算
・看取り看護加算等
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本資料は株式会社シダーの事業及び業界動向についての株式会社シダーによる現在
の予定、推定、見込み又は予想に基づいた将来の展望についても言及しています。
これらの将来の展望に関する表明は様々なリスクや不確かさが内在しております。

既に知られたもしくは今だに知られていないリスク、不確かその他の要因が、将来の展
望に対する表明に含まれる事柄と異なる結果を引き起こさないとも限りません。株式会
社シダーは将来の展望に対する表明及び予想が正しいと約束することはできず、結果は
将来の展望と著しく異なるか、更に悪いことも有り得ます。
本資料における将来の展望に関する表明は、2015年6月8日現在において利用可能な情
報に基づいて株式会社シダーにより2015年6月8日現在においてなされたものであり、将

来の出来事や状況を反映して将来の展望に関するいかなる表明の記載をも更新し、変
更するものではありません

本資料の取り扱いについて

2015年6月8日 株式会社シダー


